
[ 経済局 ] 19 款　１ 項　５ 目・６ 目・８ 目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1 中央卸売市場費会計繰出金 145,986 145,986 158,421 158,421 △ 12,435 △ 12,435

2 中央と畜場費会計繰出金 2,424,615 2,424,615 2,472,859 2,472,859 △ 48,244 △ 48,244

3 勤労者福祉共済事業費会計繰出金 19,829 19,829 16,996 16,996 2,833 2,833

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 2,590,430 2,590,430 2,648,276 2,648,276 △ 57,846 △ 57,846

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和６年度 令和５年度 増△減（６－５）
新
規
・
拡
充



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 5

中央卸売市場費会計繰出金

19 20 99

事業名称

歳出予算科目

           145,986令和6年度                  0                  0            145,986                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

           158,421

            ▲12,435

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

           158,421

            ▲12,435

            67,300            190,038

           210,752

           158,421            158,421            158,421

                 0

            67,300

            62,556

            62,556

           190,038

           210,752

           158,421            158,421            158,421

                 0

                   0

中央卸売市場の機能維持のため、特別会計の特定財源で賄えない分を一般会計から繰出します。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

中央卸売市場費会計の運営費の一部を一般会計で負担することで、中央卸売市場の機能維持に寄与します。

事業目的

中央卸売市場を安定的に運営するため、運営費の一部を一般会計で負担します。

背景・課題

横浜市特別会計設置条例根拠法令・方針決裁等

根拠・データ等

横浜市中央卸売市場費会計　事業計画書参照

事業スケジュール

―事業開始年度

1
5年度6年度

中央卸売市場費会計繰出金
細事業(事業内訳） 1            145,986            158,421             ▲12,435 中央卸売市場費会計の運営費の減

           145,986            158,421             ▲12,435

1総務課経済局

一般会計

田中 昌史 小川 靖人 加山 菜々代



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 6

中央と畜場費会計繰出金

19 20 99

事業名称

歳出予算科目

         2,424,615令和6年度                  0                  0          2,424,615                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

         2,472,859

            ▲48,244

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

         2,472,859

            ▲48,244

         2,517,791          2,301,905

         2,333,532

         2,577,335          2,577,335          2,577,335

                 0

         2,517,791

         2,516,974

         2,516,974

         2,301,905

         2,333,532

         2,577,335          2,577,335          2,577,335

                 0

                   0

食肉市場の機能維持のため、特別会計の特定財源で賄えない分を一般会計から繰出します。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

中央と畜場費会計の運営費の一部を一般会計で負担することで、中央卸売市場の機能維持に寄与します。

事業目的

中央卸売市場を安定的に運営するため、運営費の一部を一般会計で負担します。

背景・課題

横浜市特別会計設置条例根拠法令・方針決裁等

根拠・データ等

横浜市中央と畜場費会計　事業計画書参照

事業スケジュール

―事業開始年度

1
5年度6年度

中央と畜場費会計繰出金
細事業(事業内訳） 1          2,424,615          2,472,859             ▲48,244 中央と畜場費会計の運営費の増

         2,424,615          2,472,859             ▲48,244

1総務課経済局

一般会計

田中 昌史 小川 靖人 加山 菜々代



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 8

勤労者福祉共済事業費会計繰出金

19 20 99

事業名称

歳出予算科目

            19,829令和6年度                  0                  0             19,829                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

            16,996

               2,833

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            16,996

               2,833

            15,296             15,696

            15,864

            19,829             19,829             19,829

                 0

            15,296

            15,219

            15,219

            15,696

            15,864

            19,829             19,829             19,829

                 0

                   0

横浜市勤労者福祉共済事業の安定した運営のため、一般会計から人件費を繰り出します。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

勤労者福祉共済事業費会計の人件費を一般会計で負担することで、共済の安定した運営に寄与します。

事業目的

福利厚生制度の充実は、求職者の勤務先選定時や従業員の定着率向上・満足度の向上において有効ですが、法定外福利厚生を中小企業
が独自で実施することは困難です。そのため、横浜市が主体となり、スケールメリットを活かして廉価で充実した法定外福利厚生サー
ビスを市内中小企業に提供する必要性は高いです。

勤労者福祉共済事業費会計繰出金では上記共済に掛かる職員人件費について、一般会計から勤労者福祉共済事業費会計へ経費支出を行
います。

背景・課題

横浜市特別会計設置条例根拠法令・方針決裁等

「企業における福利厚生施設の実態に関する調査2020」（独立行政法人労働政策研究・研修機構）

根拠・データ等

昭和45年度　事業開始
平成21年度　プロポーザル方式による運営事業者の選定に移行
平成26年度　貸付事業の廃止

事業スケジュール

昭和45年度事業開始年度

1
5年度6年度

繰出金
細事業(事業内訳） 1             19,829             16,996                2,833

            19,829             16,996                2,833

1雇用労働課経済局

一般会計

近堂 次郎 水口 章史 保土澤 由宇
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